
令和７年度 社会福祉法人愛燦会 事業報告 

 

【１．はじめに】 

 

 令和 7年度の経済情勢は、物価上昇や人件費高騰等による調達コストの増加が企業 

収益を圧迫し、倒産件数は 2年連続で 1万件を超えるなど、経営環境は一段と厳しさが 

増す結果となりました。その中で、福祉業界を取り巻く環境は、介護・障がい・児童の 

各分野で共通して、地域で支える体制づくりが急務となりました。また、処遇改善や ICT

導入に伴う業務効率化も本格化しました。介護分野では高齢化率が 29.3％へ到達し、

障がい分野では合理的配慮の義務化が浸透、児童分野では子ども家庭庁の施策が本格 

稼働するなど、支援ニーズは増大する一方で支え手は減少する構造的課題が鮮明になっ

た年度と言えます。 

こうした社会背景の中、愛燦会は地域において多様化・複雑化する福祉医療ニーズへ

対応すべく、津島拠点を中心として自社の持つノウハウや潜在する法人の強みを最大限

活用し、総合的福祉医療サービスの提供に取り組んできました。 

法人全体としての切れ目ない利用者支援体制や地域との信頼関係の強化は、利用者 

満足度と稼働率の向上に繋がりました。また、訪問系サービスの拡充と医療との連携に

も注力したことで、訪問看護部門の知名度や業績が向上し、総合的な在宅部門の強化を

図ることができました。これらの取組みは、愛燦会が掲げる「地域に根差した総合福祉」

を一層深化させ、同業他社との差別化を促進するとともに地域福祉の発展にも寄与して

います。 

地域福祉との繋がりは年々重要度を増していることから、本業による地域貢献のほか

南濃地区の社会福祉協議会と連携して、交通手段のない高齢者をスーパーまで無料送迎

する「買い物ツアー」を実施し、その取組みがメディアにも取り上げられました。また、

地域活性化への新たな取組みとして、健康に関心のある方やいつまでも元気に過ごした

い方等を対象とした市民講座「長寿大学」を開催しました。行政や近隣住民との合同 

防災訓練も実施したほか、愛燦会の地域貢献を代表する夏祭りや秋祭りでは、感染症 

対策を十分に実施したうえで規模を拡大し、コロナ禍以前の活気が戻りつつあります。 

こうした取組みを実施するため、経営資源の最適化による持続可能な施設運営体制の

構築や職員の総合的な資質向上にも努めました。制度主旨をより適切に反映した給与 

体系の改正や eラーニングを用いた職員の能力開発、また事務役職者やリーダー等への 

階層別研修を推進し、職員が仕事に誇りとやりがいを感じ、自らの成長を実感しながら

自律的に貢献できる環境を提供しました。他には、利用者と職員が快適で安全な施設 

環境で過ごすための大規模修繕を実施し、法人全体の魅力度向上を図りました。 

 



【２．令和７年度の重点取組み内容】 

 

（１）市場環境の変化に対応できる経営基礎体力の強化 

 刻々と変化する福祉業界や社会情勢への迅速な対応と経験や知見を重ね組織が 

事業を安定的かつ持続的に成長させるため、経営資源の最適化を進めました。法人 

役職者と施設管理者の連携を強固にすることで、施設特性に応じた適切かつ柔軟な 

課題解決に加えて、施設管理者へ向けた実践的な研修により問題を捉える力と適切な

対応力を磨き、運営プロセスの改善も進めました。それにより、施設での合理的な 

組織運営の促進や法人本部との速やかな連携が可能となり、施設で抱える課題解決や

将来を見据えたシステム運用の見直しがスピード感を持って対応することができま

した。 

 

（２）各分野の安定に向けた取り組み 

 高齢福祉分野においては、利用者ニーズを細分化した各施設の特性を最大限活用し

つつ、専門職や地域との連携を強化した結果、稼働率は各サービス部門において高い

水準で推移しました。また、訪問系サービスでは訪問看護ステーションが医療と福祉

の融合により地域に潜在するニーズを的確に掴み、業績が飛躍的に向上するなど、 

新たなビジネスモデルの構築にも繋がりました。 

 障がい福祉分野においては、サービス利用の更なるニーズへの対応や事業所間の 

シナジー効果を目的として、あいさんハウス・ぎふにおいて定員拡大を実施しました。 

 児童福祉分野においては、将来的な高機能化および多機能化への転換に向けた準備

を進めました。外部有識者の視点を取り入れた会議体の開催やこども性暴力防止法の

施行を令和 8 年 12 月に控え、支援に携わるすべての職員が専門職としての職業倫理

を正確に理解する教育を実施し、利用者の安心安全を確保する組織体制の再構築を 

強力に推進しました。 

 

（３）人材育成の推進および処遇の改善   

感染症に十分な配慮を行いながら、各種内外の研修や法人内の会議等は集合形式の

機会を拡大しました。階層別研修の充実に加え、新たな研修ツールの採用や施設管理

者も対象とした外部研修への積極的な参加促進、管理者育成を目的とした定期人事 

異動や人事考課制度の運用徹底により、複雑化する地域福祉ニーズに柔軟かつ適切な

対応ができる人材育成を推進しました。 

また、処遇改善金の支給方法見直しや介護職以外の多職種に対する手当の見直しを

実施しました。引続き、法人の魅力度向上へ向けた取組みの一環として、全般的な 

処遇の底上げと業務に対する役割や貢献度合いに応じたメリハリのある給与体系へ

の見直しを進めています。 



（４）地域との交流と共存 

 地域貢献の一環として、長寿の里・南濃では下多度地区が買い物に困難な地域であ 

ったため、下多度地区社会福祉協議会と連携して送迎車両を使用した「買い物ツアー」 

を実施しました。在宅総合センターでは、新たに地元団体等との共催で市民講座 

「長寿大学」を開催し、地域の皆様と一緒に健康について学びました。また、未曽有 

の災害発生への対策として、行政や自治会、地域住民との合同防災訓練を実施し、 

地域を巻き込んだ防災意識の向上に努めました。愛燦会の地域貢献を代表する夏祭り 

や秋祭りでは、感染症対策を十分に実施したうえで規模を拡大し、コロナ禍以前の 

活気が戻りつつあります。 

 

【３．収支および財産の状況】 

 

（１） 資金収支の推移 

                  （単位：千円） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

事業活動収入 3,819,477 4,082,592 4,283,858 

事業活動支出 3,525,025 3,560,993 3,741,420 

うち人件費支出 2,659,357 2,706,775 2,876,589 

事業活動資金収支差額 294,452 521,599 542,438 

施設整備等収入 30,125 24,879 26,566 

施設整備等支出 1,212,169 227,068 215,866 

その他活動収入 114,672 9,879 7,240 

その他活動支出 67,355 212,995 110,348 

当期資金収支差額合計 ▲840,275 116,295 250,031 

 

（２） 資産・負債の推移 

                （単位：千円） 

 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末 

流動資産 1,137,197 1,215,611 1,477,610 

固定資産 6,295,882 6,271,008 6,158,336 

資産合計 7,433,079 7,486,620 7,635,946 

流動負債 760,249 717,464 612,878 

固定負債 632,944 541,825 458,991 

負債合計 1,393,193 1,259,288 1,071,870 

純資産 6,039,886 6,227,331 6,564,076 

 



【４．今後対処すべき課題】 

 

（１）合理的運営および経営基礎体力の強化 

 従来以上に施設特性を発揮しながら、自立的かつ合理的な運営が可能となる組織 

体制の整備が課題となります。そのためには職員個々の実践力向上を図り、経営資源

を見直しのうえ管理体制の最適化を図ることで、施設間の相乗効果やマネジメント 

機能を最大化させる体制整備が必要となります。これを実現するためには、職業倫理

の遵守徹底による規律ある組織風土の醸成に加え、施設運営に係る諸業務の対応プロ

セスの統制強化を底上げし、自浄作用の働く組織体制を充実させる必要があります。 

 

（２）職員の総合的な資質の向上 

安定的な事業経営基盤をつくるために、経営方針を理解したうえで質の高い施設 

運営が可能な人材育成が課題となっています。eラーニングや業務プロジェクト、 

階層別研修等の活用により、職員の動機付けを図りながら幅広い階層へ成長と挑戦の

機会を継続して提供する必要があります。さらに法人の経営基盤安定のため、外部 

人材の中途採用を活用しつつ、管理職層のリーダーシップやマネジメント力を強化し

一般職員の育成にも注力しながら、総合的な資質向上を促す環境をつくる必要があり

ます。 

 

（３）組織体制の充実化 

高齢化社会の進展に伴って福祉人材の不足が懸念される社会環境の中で、生産性 

向上を実現できる設備更新および IT システムの活用が課題となっています。労務 

管理の効率的運用と生産性向上、リスク管理の徹底を図ることを目的とした労務体制

一元化への準備や新たな ICT 設備の導入検討に加え、既存設備のアップデートや運用

範囲拡大および運用方法の改善を図っていく必要があります。また、ガバナンスの 

強化や業務プロセスを着実に改善するため、実効性が確保できる柔軟な内部監査体制

を整備する必要もあります。 

 

（４）多様な福祉医療ニーズへの対応 

既存事業の範囲拡大や部門間連携の強化による安定稼働と機能向上を図ることが

課題となっています。高齢福祉分野では、在宅部門の成長促進を継続しつつ、訪問系

サービス拡充や医療との連携を深めて多様な福祉ニーズに対応する盤石な体制構築

が課題となっています。障がい福祉分野では、経営資源の集約による事業所間の有機

的な連携強化や拡大する利用者ニーズへの対応が課題となっています。児童福祉分野

では、分園型小規模施設の開設へ向けた計画推進や利用者の安心安全を確保する組織

体制強化、また専門職としての職業倫理を重視した人材教育が課題となっています。 


